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特重施設で安全担保できない伊方原発を再稼働させず廃炉を求める申し入れ 

 

貴社は６月１６日、伊方３号機の特定重大事故等対処施設が１０月５日に完成予定であり、そ

の日に原子力規制委員会の使用前検査を終え、１０月１２日に再稼働する旨発表したと報じられ

ています。 

テロや大型航空機衝突に対応するという特重施設が、原発事故をなくしたり収束できたりする

保障はありません。特重施設の情報はテロ対策を理由に、貴社と施工企業と原子力規制委員会の

三者の内に秘匿されており、国民的チェックを排除し客観性がありません。 

特重施設が設置されたとしても、伊方原発の危うさは明白です。これまでの伊方３号機の審査、

及び伊方の乾式貯蔵施設の審査で、耐震安全性の確認において重大な欠落があります。２０１２

年の規制委員会の中で「必須」「常識的」に実施すべきと意見の出た三次元地下探査を行っていま

せん。同探査による調査の除外規定にあたらないことも明らかです。「可能な限り、最先端の調査

手法が用いられていることが重要」としている「審査ガイド」に反しています。特重施設の審査に

おいても、三次元地下探査が行われたとは見られず、重大な欠落のままと言わねばなりません。 

また、特重施設の９つの機能（工事対応した三菱重工の技報 Vol.57）に、使用済み燃料プールの

強化と冷却設備の多重化、分離化が含まれていないことも深刻です。福島原発事故では、使用済み

燃料プール内の核燃料を起因として放射能汚染が 250ｋｍにも及ぶことが危惧されていた事実を

見れば、燃料プールの問題は重大な欠落です。 

耐震安全性と使用済み燃料プールの問題を見ただけでも、特重施設によって伊方原発の安全を

担保することはできません。住民は、命の危険、事故への不安をかかえながらの生活を強いられま

す。伊方原発３号機を再稼働せず廃炉にすることを求めます。 

ついては、以下の３点を申し入れます。 

 

(１) 特重施設で安全が担保できない伊方原発を再稼働せず廃炉にすること。 

(２) 伊方原発敷地周辺の三次元地下探査を行い安全な廃炉を実施すること。 

(３) 使用済み燃料プールの強化と冷却設備の多重化、分離化を行うこと。 


